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　（ⅲ）連盟規約 16 条 2 項に基づいて連盟理事会によりなされる勧告は、如何なる拘束力も
有しない。








































































































































































































２　筒井若水「戦争と法（第 2 版）」26 頁
３　クラウゼビッツ「戦争論」篠田英雄訳 28-29 頁
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８　国際法は人間行動規制する（個人に義務を課し、権利を与える）が、国内法のように直接行うのではなく、
間接に国家法秩序を媒介して行うのである。
９　H.Kelsen, a.a O., S.321f.













解を展開している。   
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により、連盟規約 16 条 2 項に従って軍事的制裁として行なわれる戦争は、国策の手段とは考えられない。









42　安全保障理事会が平和に対する脅威または平和の破壊とみなす国家行動は、2 条 4 項に規定される義務の
違反を構成する必要はないのである。ケルゼンによれば、安全保障理事会は、2 条 4 項の意味での武力に
よる威嚇でもなければ武力の行使でもない国家行動を平和に対する脅威および強制行動の要件と考えるこ
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